別記様式第１号（第７条関係）
足利市中小企業者等燃油価格高騰対策支援金 交付申請書 兼 請求書
令和　　年　　月　　日
足利市長　あて
標記支援金の交付を受けたいので、足利市中小企業者等燃油価格高騰対策支援金交付要綱第７条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請し、支援金を請求します。また、３誓約事項について誓約します。
１　申請者
	申請者住所
	〒
※中小法人等は本社住所、個人事業主等は自宅住所を記入

	事業所所在地
	※いずれかの□にチェック（☑）を入れ、カッコ内に所在地を記入してください。
□申請者住所と同じ
以下、申請者住所と異なる場合

□事業所住所（〒　　　　　　足利市　　　　　　　　　　　　　　　）

	法人名又は
屋号
	

	役職及び代表者名又は
個人事業主名
	

	事業内容
※具体的に記入
	

	従業員数
	
	電話番号
	

	担当者名
	
	担当者連絡先
（連絡の取りやすい番号を記入してください）
	



２　支援金申請額（請求額）
	購入した燃料費の
合計金額（消費税抜）
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


	申請額
（請求額）
	
円
０
０
０

	※金額の訂正はできません。
	


３　誓約事項
	（１）
	足利市内に事業所を有する中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者であり、破産、会社更生、民事再生、特別清算その他倒産等に関する法律のいずれかに係る手続きについて申し立て等を行っておらず、今後も事業を継続します。

	（２）
	支援金の申請に関して提出する書類内容等に虚偽はありません。
また、提出した書類は、いかなる場合も返還されないことに同意します。

	（３）
	支援金の申請は１事業者１回限りであることを認識しています。


	（４）
	支援金の審査のために追加資料の提出を求められた場合は、その求めに応じます。

	（５）
	代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、足利市暴力団排除条例第２条第３号又は第６号に規定する者に該当しません。

	（６）
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又はそれらに類似する業種を営む者（同法第２条第６項第４号に規定するものを営む者を除く）に該当しません。

	（７）
	令和２年１月31日までに納期限が到来した市税等に滞納はありません。
また、交付要件審査のため、市が有する住民登録等の情報及び市税の納付状況について調査することに同意します。

	（８）
	支援対象経費について、国、県、市等の公的機関から補助金、支援金等を受給しておらず、今後も受ける予定はありません。
また、重複して補助金、支援金等を受給していないかについて、市の他部署および他の公的機関に調査することに同意します。

	（９）
	書類の不備等があり、申請者が必要書類の提出又は関係書類の補正等について応じない場合や連絡が取れない場合において、その期間が30日間続いたときは、申請が取り下げられたものとみなすことに同意します。

	（10）
	交付要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、支援金を直ちに返還します。


４　振込先（申請者と同一名義（法人の場合は法人名義）の口座をご記入ください）
	金融機関名
	
	☐ 銀行
☐ 信金

☐ 農協
	
	☐ 本店
☐ 支店
☐ 出張所
☐ 支所

	預金種別
	☐ 普 通　　　☐ 当 座
	

	口座名義人
	ｶﾅ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（ｶﾅ欄は，姓と名の間にスペース，濁点「゛」は１文字で記入）

	
	名義


	店番号
	
	
	
	口座番号
（右詰めで記入）
	
	
	
	
	
	
	


※ゆうちょ銀行を選択される場合は、「店名・預金種目・口座番号（通帳見開き下部に記載）」をご記入ください。
様式１





例）自動車部品等の各種プレス金型の設計・製作を行っている。





※申請は１事業者１回限り





別紙「燃料費申告書」の燃料費（消費税抜）の合計額を下記に


記入してください。





上記の合計金額の２分の１の額（上限２０万円、千円未満切り捨て）を下記に記入してください。












